研修出張様式４

	　　　　　　　　　　研修報告書
	理事長
	所属長

	　所　　属　　青山荘　　　職種　精神保健福祉士　　　　　氏名　山田　忍

	　期　　間　　平成　１８年　　７月　１２日　　～　　平成　　　年　　　月　　　日

	　出張目的　　小規模作業所の現状と今後の変化を学び、現在の利用者や青山荘入所者が安心して利用できる「日中の場」の提供を図る。

	　出 張 先　　青森市福祉増進センター（しあわせプラザ）

	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


11：00～　総会

　内容：①平成17年度事業実施報告

　　　　②平成17年度収支決算報告

　　　　③平成18年度事業実施計画報告

　　　　④平成18年度収入支出予算報告

　　　　⑤県小規模作業所連絡協議会役員改正

　＜主な内容（議論）＞

　　　　③平成18年度事業実施計画報告に関して

　　　　　実施計画案の主な方針

1） 小規模作業所活動の充実

2） 情報提供体制の充実

3） 会員促進とアピール活動

　　　　　今後法人へ移行を図る上でも申請を行ってから認可が下りるまでかなりの時間がかかる。（3ヶ月程度）。また、厚生労働省の考えと違い、小規模作業所の全てが移行できるのではなく、多くが小規模作業所としての継続を決定している（青森県では2/3程度）。そこで、小規模作業所連絡協議会から行政へ継続のために補助金申請の働きかけや継続や移行を図るための学習会などの依頼をしなければならないだろう。

　　　　⑤役員改正

　　　　　現在の役員に加え、以下の4名を新役員とする。

　　　　　　スタジオとまと　　　佐藤　真理子　氏

　　　　　　ふうあの家　　　　　中川原　牧子　氏

　　　　　　しらかば作業所　　　最上　太平次　氏

　　　　　　ハーモニー作業所　　北田　　　　　氏

13：00～　研修　講演『障害者自立支援法の地域生活支援事業について』

　　　　　　　　　講師　青森県障害福祉課社会参加推進グループ　総括主幹　前田　基行　氏

　＜内容＞

　　講演では今後の障害者自立支援法に基づいた今後の障害福祉施策に関しての話を大まかに話していただき、それに関連しての小規模作業所の今後の移行に関しての質問や疑問に回答していただいた。

障害者自立支援法の内容に関しては、厚生労働省のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載されている資料に沿っての説明であるので省略する。

＜要点＞

小規模作業所連絡協議会側はやはりこれまで県や市町村側から障害者自立支援法に基づく作業所の移行に関しての情報が不足していたことに対しての不安・又は不満が多くあり、作業所の存続、利用者の負担に関しての訴えが多く聞かれた。

　前田氏はあくまでも厚生労働省の主観として、「各市町村の事業の事は各市町村で決定して欲しい。」と各々の質問に一律的に答えていた。青森県でも今後の見通しが経っていない作業所も多くあり、市に問い合わせても「法律の実情が分からない。」と拒否されることもあると言う。

会場からの質問とそれに関しての回答が一番学べた部分であったと思う。その中から幾つか挙げてみる。

◎小規模作業所の移行が想定される事業は？（会場から）

　◇生活介護事業

　◇就労移行支援

　◇就労継続支援

　◇地域活動支援センター（市町村の委託）

　ポイント→・三障害共通の事業も可能

　　　　　　・一定の整備・人員の基準を満たす事が必要

　　　　　　・空き教室・空き店舗の利用も可能なように規制緩和

◎交付金・補助金に関して（山田から）

地域活動支援センターは自治体単独補助による事業として運営されるが、補助額は約600万円を予定しているとのこと。また、その補助単価として国からも150万円程度が予定されているとのこと。と話してはいたが、詳しく説明を求めると、はっきりとしない返答が返ってきた。

「市町村にどの位の交付額が出るかは分かっていないし、事業所単位ででるか、人口や利用者に合わせた地域単位で出るかははっきりとしていない。」とのこと。またそれにかかる人件費に関しては、「利用人数にもよるが、一定数以上（1~2人）の人件がある場合、全ての人への給料の支払いは困難ではないか。そこはボランティア等でも賄う事が望ましい。」と話す。

更に、八戸市のような広域にわたっての利用者がいる場合にその交付金の出所はどこか質問すると、「それも八戸市はじめ周囲の市町村と相談すべきこと」と話す。

◎法人格の有無に関して（会場から）

　地域生活支援事業実施要綱では、地域活動支援センターは法人格を有していなければならないこととなっているが、前田氏は、「基礎的な事業として『地域活動支援センター機能強化事業』とあるので、各市町村毎に違いは生じてくると思うが、その強化の繋がりがあれば交付金は現在の作業所でも交付する事が出来るのではないか。」と話す。

◎障害一元化に関して（会場から）

　三障害の一元化を図る自立支援法によって三障害を区別する事無く受け入れる事業所が多いのだろうか？

これも「利用者のニーズと市町村ごとでの話し合いによる」ものであると前田氏は話す。

◎経過措置に関して（山田から）

交付金の減少や利用者の定員、職員配置等で実際なくなってしまう事業所もあるのではないか？小規模作業所は連絡協議会で確認している事業所でも利用者が10名に満たない所もかなり多い。その様な事業所には今後どのような措置がなされるであろうか？質問してみると、平成18年度に限り実利用者人数が5人以上10人未満の小規模作業所において実利用人数増加等地域活動支援センターへの移行計画を策定した場合、Ⅲ型を認める経過措置を設けるとのこと。また、地域生活支援センターの経過措置もそうだが、あくまで平成18年度に限っての措置であり、平成19年度以降は認められないとのこと。交付金次第では、市町村は小さな事業所などは次々となくす事も考えられるのではないか？

＜考察＞

『障害者自立支援法とそれに関連しての小規模作業所の今後』

　小規模作業所の運営に関して殆どの参加者が不安を抱いていたが、現状としては市町村事態も把握できていないところが殆どであるという実情であった。補助金などに関してもこれまでは県から市町村に降りてきたものが全く違うものとなったことで各作業所も混乱している。この「経営」に関しては実際に作業所を利用している人はどの程度知っているであろうか？不安がある人もいれば、これまでと何も変わらずに利用できるとこれまでと変化のない日常を過ごしていると考えている人も多いと思う。私達現場の職員がどの様に説明を行っていくか、行政がどの様に対応していくか。まだまだ詳細が分からない今現在では利用者を安心させることが出来ない部分もある。それが一番に考えなくてはならない部分であるのにも関わらずこのような実情であるであるので納得しきれない部分も多い。

　例えば、今回質問を行えなかった疑問点も多くあり、厚生労働省から発表されている＜既存のサービス活用＞に関して、『施設・事業体系を再編し、現在、法定外の事業である小規模作業所のうち、良質的なサービスを提供するものについては、新たなサービス体系の下でサービス提供できるよう、都道府県の障害福祉計画に基づいて計画的に移行。』とあるが、どのように捉えてよいか分からない（どの様な体系で、どの様に運営を行うのであろうかなど）。「良質的なサービス」と言うのは何を指すのであろうか？現在の作業所の中でも、就労支援を本格的に行っているケースと、どちらかというと、日中の生活の場で、日中過ごす中で、長期の目標を持ち取り組みを行っているケースなど様々分かれていると思う。そこで事業所に対しての評価は一律には出来ないだろうと思う。その場で生活していて、環境が変えられるということも、あるいは目標や生活が変えられるというのは、利用者本人の最善のニーズへの対処・支援としては考えにくい。

　今年度からの「障害者自立支援法」が施行されているが、そのポイントとして厚生労働省は①障害者施策を3障害一元化②利用者本意のサービス体系に再編③就労支援の抜本的な強化④「自立支援システム」新制度は確かに行いたいものを行う事ができれば、「サービスの量」や「サービス内容」などはよりよいものになるものではないかとも思うが、実際にその時になってみなければ分からない部分が多い。又、障害者自立支援法が成立された経緯としては、介護保険の財源確保・統合の見送りから考えられたこともあるが、実際は統合されていない。その部分でのサービス体系やサービスの質は違ってくるのではないか？この変革でよりよいサービスを展開するには、やはり財源の確保は重要な焦点となるし、その為の消費税など税金や各市町村（都道府県）のサービス対象人数や支給決定方法、サービスの地域格差など様々な部分で気になることがある。現在も支援費や介護保険などでも各地域で様々違ってきているので、今後自立支援法は各障害ごとに障害区分を認定され、どの様なサービスを受けるかも想定しづらいのが本音である。

今後障害者自立支援法に基づく事業を市から委託されるものや市が直営で行うものなどもあると思うが、今後の脱施設化が進行する中で、院内での生活やかかわり合いだけでなく、地域でのリハビリテーションや日中過ごせる場は本人にとっても家族にとっても更に大きな役割を持つものになると思う。私たちの現場で関わっている職員が出来ることは、利用者との関わりを持ち、アセスメントを取り、ニーズの把握とそれに対しての支援方法を考え、それを各市町村に知らせ、求め、共有できるようにすることだと思う。小規模作業所は今後も青山荘の利用者にとって利用させ、その人の作業能力や生活能力、対人技能や達成感などのQOLを高めるための大切な機関のひとつだと思う。これまでも、「病院と青山荘の更に中間的な役割の施設があれば…」など考えることはあったが、現在の仕組み（施設）を変える事は考えた事がなかった。青山荘の移行に関しても自立訓練（生活訓練）への移行は不安に思う点も様々ある。現在は、自立支援法からの今後の経過に対しても考えていかなければならないと思うが、青山荘での生活訓練の役割はもっと自分たちで大きくできる部分があり、それに対して出来ていないと感じる部分も多いので、「経過措置」の間にしっかりと行っていきたいと考える研修であったと思う。

また精神・知的・身体の三障害を同事業所で事業を行うなどは、メリットもあるが、やはりデメリットを考えてしまうし、他分野との利用者同士の関係性の実情がつかめていないので、一番大切な、実際の係わり合いに関しても今後学習していき、備えたいと思う。










